ソーシャル・ファイナンス・セミナー概要と考察
平成26年10月23日
日本発の社会貢献ファンドレイジング研究会
10月7日に大和証券本社で同社が主催して実施された「社会的課題解決を目指すお金の使い方」は、日本や途上国における社会貢献的資金調達の可能性を知るうえで、きわめて有意義な内容のセミナーであり、同セミナーに出席して印象に残った主要点と本稿執筆者の補足的な考察をご報告します。なお、会合の主要点は、一出席者としての認識であり、講師の発言や意図を正確にお伝えしているわけではありませんのでご留意願います。文責は、研究会本稿執筆者にあります。
Keyword
1 ソーシャル・ファイナンス(Social Finance)
2 共有経済（Sharing Economy）
3 インパクト評価（Impact Evaluation）
4 ラストマイル（Last Mile）

１．社会にお金を廻すソーシャル・ファイナンス（講師：千葉商科大学伊藤宏一教授）

メッセージ
	◆社会的な課題を解決するために、共有経済の仕組みを加速していくことが必要
◆自分一人の利益追求は機能しなくなっていく。世の中の良いことにお金を回して、そこから見返りを得ることを考える。


（１）講演の中の注目点
●私有原理の資本主義から共有経済の仕組みが取り入れられつつある。車や住居や事務所のシェア形式が増えつつある。
●企業は240兆円を貯め込んでいる。貯蓄は1600兆円に達する。日本国内では、環境、気候変動、高齢化、少子化、地方衰退といった課題に直面。これらの課題克服のためリスクをとって価値あるものと交換する投資が推奨される。
●クラウド・ファンディングは、クレジットカードのような「信用」ではなく、支援者から事業者（営業者）への「信頼」をベースとした資金調達方式。横のつながりを重視し、ITの発展がネットワークの拡大を可能にした。一方、地域の再生可能エネルギー事業では、出資者が営業者との間で損益分担を特徴とする匿名組合契約方式をとることが多い。融資期間は長期に及び、原則途中解約もできない。出資者への配当が確実なわけではなく、損失を被ることもあるが、出資者は有限責任組合員で、損失は出資の範囲内にとどまる。小田原の地域電力事業の例では、3か月で1口10万円、計千口を集めることができた。地域応援型のソーシャル・ファイナンスの一種。
（２）質疑応答
（Q1）　ソーシャル・ファイナンスの課題：どこを選んでいいかわからない。
（A1）　まず、自分が重要だと思っているテーマに関連したSFの活動を探す。
（A2）　SF事業がきちんと行われているかどうか、持続可能性や透明性に留意する。第3者評価機関の評価も利用する。さらに中間支援団体の口コミも有効。ただし、インパクト評価では、数値化しにくいものもある。
（A3）　クラウド・ファンディングは、成功するしないにかかわらず手数料を取るところもある。投資型も開始されようとしているが、怪しいところもあり、見極めが大切。

（３）ソーシャル・ファイナンスが抱える課題
●監査の簡略化の必要性：匿名組合事業の場合、営業者に金融庁の監査が入るが、コンプライアンス確保の要件が厳しすぎる。マニュアルは大手向きであり、市民出資の1億円程度の事業規模の事業であっても、コンプライアンス要員5名の配置とか、監査期間が1～2か月に及ぶこと等が求められると、それでは事業が立ち行かなくなる。市民出資の事業をどうやって育てていくかという視点が必要であり、規制は合意的な範囲にとどめるよう金融商品取引法上の工夫が必要である。ちなみに独ではエネルギー協同組合の中に監査を実施するセクションが置かれており、そこが監査を行っている。
●金融機関の対応の柔軟性：長野の松本の近くで再生可能エネルギー事業の話が出た際に、地元の金融機関が、営業者が土地の担保を有していなかったために融資を断って事業化できなかった事例がある。このような場合、金融機関は、土地を担保にするのではないスキームも受け入れる等リスクをとることが望まれる。その関連でも、今後コミュニティ・ファンドやコミュニティ・バンクの活躍が期待される。

２．コペルニクの活動（講師：米国NPO法人共同創設者中村俊裕氏）
メッセージ
	◆途上国支援は、かつてはODAの範疇で、日本国民の税金を活用し、日本政府や国際機関が保健や教育といった途上国の問題解決に取り組んできたが、今や独自の解決策を有している独立したプレイヤーがそのような問題の解決に関わっていくべきであり、そのような流れが現れてきている。


（１）講演の中の注目点
●シンプルなテクノロジーを活用して途上国の貧困層の生活向上を支援していくというのがコペルニクの目的。太陽光発電ランプ、調理用コンロ、浄水器、脱穀機等、生活改善に役立つテクノロジーを探している。
●コペルニクは、仲介者として支援者とテクノロジーと現地パートナーを結び付けている。
●準備期、開始ステージ、プロトタイプの作成、ラストマイル（途上国の支援が必要な最貧困層）の4段階に分けて活動を展開。
（２）質疑応答
（Q1）NPO法人を米国で設立した理由
（A）米国では、実務的に設立が比較的容易で、NPO法人の資格が数か月で取得できる。免税の権利も与えられる。米国で法人を創設したが、その後インドネシアでも法人を設立し、多国籍のスタッフが働いている。日本法人も設立した。
（A） （Q2）コペルニクの支援者は誰であるのか。
（B） ウェブ・サイト上の個人からの支援に加えて、企業とのコラボレーションでWin-Winの関係を築こうという形態の協力も進んでいる。途上国の現地に進出を考えている企業へのコンサルティングサービスも実施している。なお、個人支援者の規模でいえば、米国が最大。
（Q3）国によって社会的課題解決への期待値が異なると感じているか。
（A）国を変えても社会的課題解決への関心は高まっており、国境をまたいでも考え方は似通ってきている。これはインターネットの普及により、コミュニケーションが活発になってきたためであり、南米や米国で発信された情報もすぐに日本に伝わってくるようになった。
アジアでは、シンガポールが社会的課題取り組みへの情報のハブになっており、企業や社会貢献型ベンチャーやNPOその他で情報交換やネットワーク化が進み、情報共有が進んでいると感じている。
（３）ソーシャル・ファイナンスが抱える課題
●課題はソーシャル・インパクトをどのように評価するのかということ。インパクト評価は人も金もかかる。ソーラー・ライトについては、大学生に現地に数か月張り付いてもらい、灯油の使用料や灯油ランプの数の変化、月々の支払額の変化等のデータを収集し、分析してもらった。しかし、コペルニクのスタッフが現地に入って、調査を行うのは極めて大変。そこで、携帯電話のテキスト・メッセージの活用を考えた。ソーラー・ライトの使用状況や月別の支出などは、人を介しなくとも、リアルタイムの通信で確認できる。また、☆印で、ユーザーレーティングをつけることも考えられる。また、センサー設置で、現場に行かなくとも情報を入手することもできる。インパクト評価は、利用可能なIT技術を活用して実施し、評価結果を公表していくことが大切。
●ここ3-4年、インパクト・インベストメントを耳にする機会が増えている。これは社会貢献事業に投資することにより、見返りを得るというスキームであるが、社会的な課題をビジネスのコンセプトで解決しようとしても、適当な投資先が見つからないという問題に直面する。お金はだぶついており、ビジネスはお金が儲かるから実施するわけであるが、現実には、利益を出すビジネス・モデルを見出すことは容易ではないという認識が広まってきているとの印象を受けている。
３．以上の講義内容を参考にしたソーシャル・ファイナンスの仕組み
（１）匿名組合契約方式

★既存スキームでメカニズムは存在

★課題１として、営業者への監査（コンプライアンス確保）の簡素化のための規制緩和

★課題２として、発電事業であれば、売電収入が確保されるかとか、電力会社の送電ネットワークに乗せることができるかといった事業の持続性、採算性確保に留意することが必要
[image: image1.emf] 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図1　匿名組合契約の基本形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




出所：福島復興支援ファンド第一号を参考に筆者作成
（２）ソーラー・ライトの普及とマイクロファイナンスの活用

★無電化地域でも、携帯電話の普及率が高いことに注目して、ソーラー・ライトに携帯電話充電用の端子を設ける等の現地ニーズへの対応が大切

★ソーラー・ライトに関する現地の購買力に見合った適切な販売価格の設定と融資を行うMF機関との連携が重要。

図２　ソーラー・ライト販売とマイクロファイナンスの活用メカニズム・イメージ
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出所：パナソニック（株）「ソーラーランタン-無電化地域への挑戦」（2014年8月21日JICA市ヶ谷研修所）講演内容を踏まえ、筆者作成
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